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「三田学会雑誌」89卷 2 号 （1996年 7 月）

経済統合における移行動学と内生的経済成長

高 橋 青 天  

坂 上 智 哉

1 . は じ め に

R ivera-B atiz and Romer [11] [ 1 2 ]では，新たな技術の開発がR & D部門によって行われると 

いう， Romer [ 1 4 ]の内生的技術革新モデルのフレームワークのもとで，国際的な経済統合の効果 

が分析されている。彼らは，経済統合前と後とでの均斉成長径路（Balanced Growth Path)の比較な 

どを行い，いくつかの興味深い結論を導いている。なかでも，知識主導型のモデルにおいて，（1)財 

の貿易は長期成長率にまったく影響を与えないが，（2)知識の流出（flow of id e a s )を認めるならば， 

永久により高い成長率を達成できる，といった興味深い結論が得られている。しかし，彼らの分析 

は同時に重大な欠点も抱えている。それは， Devereux and Lapham  [ 5 ] でも指摘しているように， 

R ivera-B atiz and R o m e rによって分析された均斉成長径路はナイフエッジ的な性質を持つために， 

その径路は不安定なものとなるということである。したがって，最適な均斉成長径路同士を比較す 

ることには意味はなく，R ivera-B atiz and R o m e rによって得られた結論は頑強（robust) なものと 

はいえない。さらに， Benhabib and Perli [1], Boldrin and Persico [2], M itra [9] , および 

M ashiyam a [8] などの近年の研究では，より一般的な内生成長モデルのもとで，均斉成長径路は不 

定 性 （indeterminacy)や不安定性（instability)を有する可能性のあることが明らかにされてきている。

本稿の目的は，R ivera-B atiz and Rom er (R B R )モデルを改良することで，経済統合に関して 

[11], [ 1 2 ] とは異なる結論を導くことである。もっとも重要な相違点は，R B R モデルでは，中間 

財市場が独占的競争であるような状態を仮定していたのに対して，我々のモデルでは，最新の知識 

のみを用いて生産される中間財をモデルに導入することで，解の径路を完全競争均衡径路として導

本稿は，第 5 回 Viennese Workshop on Advances in Nonlinear Economic Dynamics および第 4 回 
Pacific Rim Conferenceにおいて報告した論文に，加筆•修正を行ったものです。Ngo Van Long, Tapan 
Mitra, Koji Shimomuraの諸教授，およびConference参加者から多くの貴重なコメントを頂きました。 

ここに記して感謝いたします。
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出することが可能となる点にある。そして，競争均衡径路は対応する最適成長問題を解くことで得 

られる。さらに，各時点での部門間の効率性条件より，各時点において，中間財部門で用いられる 

人的資本の水準が一定となるため，知識の蓄積を表す微分方程式は，簡単な線形微分方程式となる。 

よって，対応する最適成長モデルは，外生的技術進歩を伴う最適成長モデルとして記述することが 

できる。このことから，外生的技術進歩モデルにおいてしばしば用いられる分析上のテクニックが， 

ここでも同様に適用できるようになる。このことは，我々のモデルが単にシンプルなだけでなく， 

分析上の優位性を有していることを意味している。

第 2 節ではモデルを提示し，第 3 節では最適成長モデルを分析する。第 4 節では，位相図を用い 

て経済統合の効果を分析する。なお，このときの詳細な比較動学分析は付録に掲載する。

2. モ デ ル

モデルはR & D部門，中間財部門，最終財部門の3 部門からなる。各個人は同質的で，一人当り h 

の人的資本（一人当りの労働生産性）を有している。社会全体の労働力厶は，R & D部門と最終財部 

門の生産に投入される。それぞれの部門での労働力をL a，Ly- L  = ムz +  L y と表す。また，社会 

全体の人的資本の水準をH とすると，

H  =  L ah +  L yh = H y + H a,

となる。以下，各部門での生産者の最適行動を，順次考察していく。

2 . 1 最終財部門

最終財y は人的資本迅と中間財x を用いて，次のコブ= ダグラス型の技術のもとで生産が行わ 

れる：

Y  ^  m x 1- 0 = ( h L y Y X 1~? または y = h l x 1'  £  (0,1).

ただし， y =  F/L, hy =  HyjL, x  — X / L である。 Romer [1 4 ]等では，最終財F の生産は人的資 

本 / / や中間財X の他に労働力L を投入物としていた。しかし，人的資本は各個人に体化された生 

産性の指標なので，単位の変換を4亍うことで/ / をL で表すことができると考えられる。したがって 

本稿では最終財の生産関数を/ / とX またはL とX の関数として表現することにする。

最終財の生産者は，賃金率脚と中間財価格p を所与のもとで，利潤を最大にするようにhv とx  

の水準を選択する。

m a x { /^ r1_lS — wyhy — px\.
X,hy

たたし，最終財の価格をニューメレ一ルとしている。

この問題の一階条件は

P =  (1)
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W y  = ⑵

これらの式からL y ヒX についての需要関数を導出することができる。

2 . 2 中間財部門

中間財部門では，最新の知識と資本ストックを用いて中間財が生産される：

X  =  A aK l~a, ま た は エ = { 子 ) 左1- a, ^  e  (0, 1). (3)

ただし，乂 は R & D部門で生み出された最新の知識を表し，尺は物的資本ストックを表す。また， 

ん=  K /L である. Rom er [1 4 ]等と異なり，ここでの定式化のもとでは新しい知識は中間財の生産 

性を高めるだけである。さらに，新しい知識は中間財の生産にだけ用いられている。

新しい知識は中間財部門の中の研究開発部（R&D division) によって生み出されるものと仮定し 

よう。すなわち，R & D部門は中間財部門に統合されていると考えるのである。U zaw a[15]， Lucas 

[6], Romer [ 1 4 ]等と同様に，新しい知識の生産は，

A  = A H  a または A l L  =  Aha,  (4)

であるとする。ただし，A は社会全体の知識ストックを表す。（4 )を（3 )に代入すると，中間財部門 

における生産者は，賃金率w;a，資本レンタル率r および中間財の価格p が所与のもとで，利潤を最 

大にするようなha h k を選択することになる。式で表せば次のようになる：

m3.y.{p{Aha)ak l~a — waha — rk).

最適性の一階条件より

wa =  a p A aha~lk l~°, (5)

r  =  { l - o ) p { A h a)ak - a. (6)

ここまでの定式化では，新しい知識は同質的ではなく，各企業は異なる知識を生み出していると 

暗に仮定している。このため，生産関数(3 )には 4̂ / L が入っており，（4 )は//a の関数となってい 

る。このようなモデルを「異なる知識モデル」と呼ぼう。これに対して，各企業の生産する知識が 

まったく同じであるような場合も考えられる。このとき，各企業の生産する新しい知識スんは社会 

全体で生み出される新しい知識 4̂ に一致する。これは，（3 )および⑷を

^  =  { A ) ak l~a, ^ e ( 0, 1), (7)

および

A  =  A h a

で置き換えることで表される。このようなモデルを「共通知識モデル」と呼ぼう。

我々のモデルでは，各時点で3 つの均衡市場が存在していることに注意しよう。それらは，最終 

財市場，中間財市場，人的資本市場である。これらの市場では価格と取引量は瞬時に決定され，瞬 

時的均衡が達成される。ワルラス法則より， 3 つの市場のうち中間財市場，人的資本市場の2 つに
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ついて考えるだけでよいことがわかる。

最後に，モデルを通時的なものにするために，以下の合理的な代表的個人を考える。

2 . 3 代表的個人

代表的個人は，次の問題に直面していると仮定しよう：

s.t. k { t )  =  r{ t ) k{ t )  +  w{t)h{t )  — c{t), v t > 0.

ただし，閉鎖経済では貯蓄と投資が等しいという事実を用いている。

ここで，一般性を失うことなく，以下の仮定を導入しよう。

仮定 1 社会全体の人的資本の水準/ / および社会全体の労働力L は一定である。

我々のモデル経済のイメージとフィットする例としては，パソコン産業が考えられる。パソコン 

産業の中には，IB M のようにたいへん大きな企業から中小の企業まで，数多くの企業が存在してい 

る。そのため，八ソコン市場は完全競争的な最終財市場であると考えられる。これらの最終財企業 

は，主に Intel, AMD, C y r ix などの企業で生産されたマイクロチップを中間財として用いている。 

チップセット市場はたいへん競争が激しく，その市場で生産を行う企業は他社に負けないために最 

新の技術のみを用いる傾向がある。実際，上記の3 社はC P U チップの市場でたいへん激しい競争を 

展開している。マイクロチップ産業の中の研究開発部とは各企業のチップデザイン部門のことであ 

る。その部門において，新しいチップセットは労働集約的な方法で，チップデザイナーによって開 

発される。したがって，この産業はまさに我々の考察しているケースに該当する。すなわち，産業 

の R & D部門は中間財部門の中に統合されているのである。

Debreu [ 4 ]や M alinvaud [ 7 ] などでも述べられているように，完全予見のもとでは，前節の競 

争均衡モデルの解径路は次の計画問題の最適径路に一致する：

max
C(t)

3 . 最適成長モデル

maxcU).
c(ty-
l — a

subject to y =  /? e  (0, 1)，

% = (A /L Yk1- 0; a e  (0 ,1)， 

全 = A h a ,A h a ,

8
 

9
 

0

/
(
\ 

/
I
V 

1
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h  =  h a  +  h y , (11)

y = k  + c, (12)

ん(0) and ^4(0): given 

まず，（8) から（11) までを一つにまとめることで，次式を得る。

y  =  h U i A h a T k 1- T  = ( h ~  h a Y i A h n 1， 1-へ (13)

h が所与のもとでのha の最適配分を考えるためには，次の簡単な最適問題を解く必要がある： 

M axim ize y  for ha ^  (0, h ) . この問題の一階条件より，次の式を得る。

h a =
( 1一め a + 1

ここで，デ！/ / ^ ^  < 0 が満たされており，しかもんは所与のパラメータのみで表現されていること 

に注意しよう。R o m e rモデルでは，んは利子率にも依存していた。そのため，んの流列は，利子 

率の流列が与えられない限り決定することができなかった。このような事実のために，我々の分析 

はたいへん簡単なものになるのである。

このh a の値を（13)に代入すると，

を得る。ただし，

厂 （1 — B)a 1
ff(l — 彡）+ タ

「 日 1
L / ?  +  ( i - ^ ) « J _ ( 1 -  ^ ) a \

である。このような誘導型の生産関数において，すべての投入物/ 1，h, /Hこ関して収穫遁増となっ 

ているという点は興味深い。

I が既に決まっているので，微分方程式⑷を解くことができ，さらに誘導型の生産関数を簡単に 

することができる。（4 )より，

A -  K___
A  一 日 口 _ m ’

( 1 — めa 丁"

なので，これを解くと，

A ( t )  =  A ( 0 ) e mt,

となる。m は / / と所与のハ。ラメータに依存し，一定# :を取ることに注意しよう。この解を誘導型の 

生産関数に代入することで，最終的に次式を得る。

y  = D [ e rth]ek l- £ (14)

ただし，
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D = が ( o r - へ 厂 -ぶ (は = 厂 产 + 1 『， … ( ト 嶋

である。ここで，見= e 7th とおくと，（14)は

y =  D£€k l~e, (15)

となる。つまり，誘導型の生産関数(15)は，/ とんに関して一次同次となっていることがわかる。 

さらに，

卜 、，5 = T，ん_ =音，

という変換を考える。この変換によって，ァは一人当たり変数y，C ,，の成長率を意味する。よっ 

て，知識の成長率を表すm と同様に，これらの成長率は社会全体の人的資本ストックがのみに依存 

することがわかる。共通知識モデルの場合，同じような変換で類似した誘導型の生産関数を導出す 

ることができるが，成長率ァ，w は次のように表される。

h hm  = -

(1- め a (1 一 /?)

この場合，ァとm は一人当たりの人的資本/?のみに依存することがわかる。

次に，消費者の目的閨数と（14)および(12)を，§ ， c , 石を用いて書き換えてみよう。（8 )より，

V =  D k y~\  (16)

を得る。簡単な計算からぶ/ / = ァ ー/fであることがわかるので，（12)より

y  = c + yk -  k,  (17)

となる。 さらに， c 1一び= ( W —び= ど1-f —V 1—の”なので

1_ぴ パ1—びr-iP+r<y)\h i-a_C_ _  (18)C I = e { 1
丄 一 び  1 一 び

を得る。

(16)，（17)，（18)およびが- 0*> 0 より，我々の最適成長モデルは，ついには次のように表現でき 

る。

m a x 蹲 へ(丄)1  ̂dt

s.t. y  =  D k l~£

k = y — c — yk  

/t(0) and A (0): given.

このモデルが意味を持つために，次の仮定を導入する。
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仮定 2 p + ァび >  ァ_

であることに注意すると，図 1 のような良く知られた位相図を描くことができる。この図より，鞍

この変換された最適成長モデルは，C a s s タイプの良く知られた成長モデル(Cass [3 ])と一致する。 

したがって，最適成長理論でしばしば用いられる標準的な位相図分析によって，ここでの経済統合 

の効果を分析することができる。

ハ ミ ル ト ニアンを次のように定義しよう：

M =  e [r-(p+7<r)u^__ +  n [ D k l~e — d - y k \  (19)

ただし，7Tは ^"に対する随伴変数（co-state va riab le )である。このとき，上記の問題の解径路は， 

次の 2 本の微分方程式で表される：

c ニ (1 一 e)D/c g -  (p +  ro) (20)

k  =  D k 1ベ — c — j k .  (21)

重要なパラメータは，e，H,  A (0) の 3 つである。なかでも，このシステムの位相図はe に大き

く依存している。簡単な計算によって，e 之 1 であれば不動点は存在しないことがわかる。特に， 

e であれば，すべての径路は境界（ど軸）に向かって収束し，e > l であれば， € =  0 線と / t= 0  

線は位相図の第1 象限で交わらない。したがって，径路の移行過程を分析するためには， 0 く e < 1  

のケースを取り扱わなければならない。

仮定 3 0 <  £ <1.

仮定 3 のもとで，（20)および(21)に関する位相図を描いてみよう。関 数 / ( / 0 を，

f { k )  =  D k l- e ~  rk,

で定義する。これは，丨= 0 に対応する式である。/ ( の = 0 となるのは， f  =  0 および/P  =  (ァ/Z))一1 

のときである. さらに，/ ' (幻 = 0 となるのは，/P =  ( ( p + ァび+  r ) / ( l  — e)D )_1/eのときであり，任 

意の H > o に対して，/ " ( / 0 < o である。また，<j =  o と な る の は =  + ro + r ) K i ~ e ) D Y ll£

のときである。このとき， 0 < yp' く石'く であり，

d{dJ p  =  - £(1- g )  D k ' 1  ̂ <  0,

<
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点となるような不動点（e*，/ P ) がー意に存在し，さらに，その不動点に向かって1 組の安定多様体 

が存在することがわかる。

4 . 経済統合の移行動学分析

本節では，R ivera-B atiz and Rom er [11] によって行われたものと同様の分析を展開する。い 

ま，ここに地理的に隣接してはいるが，財 • 人々 • 知識の移動を妨げるバリアによって，お互いに 

隔離されているような2 つの経済があったとしよう。 もしもバリアが取り払われ， 2 つの経済が完 

全に一つの経済に統合されれば，/ / とL を賦与された2 つの経済は，2仏 2L, 2A (0)のストック 

を有する一つの経済になり，定義よりァの値は増加する。しかし，知識が地域特有のものであり， 

つねに経済間を行き渡ることがなければ，統合後も 4̂ ( 0 )は 2 倍にはならない。これに対して，知識 

が常に経済間を行き渡るものであれば，のの値が変化する。以上のことから，経済統合の効果はァ 

とD の変化としてとらえることができる.

これらの変化によって，位相図上で(20)，（21) に対応する曲線はシフトすることになる。ここで， 

(ど*，P ) で統合前の最適定常径路を，ァ* と4 * ( 0 )で統合前のァと4 ( 0 )の値を表すことにしよう。 

すると，ど/ど= 0線と左= 0線は，図 1 のようになる. このとき，（P + パ め > r * という事実を用い 

ている. 図中，統合前の最適な定常状態は，Z 点で示されている. また，A 点に向かって収束する

図 1
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2 つの径路が存在していることにも注意しよう.

さらに分析を展開するためには，1 とA (0) の 2 つのパラメータが大変重要な役割を演じる.そこ 

で，Sた = 0 と/: = 0 を，（ど*，k*, r*, A *(0) ) の近傍でァと4 ( 0 ) に関して微分してみよう。する 

と，以下の式を得る：

I に。= - {lAysbfr7 (く °)，

吾 |“  = [ ( 1- ボ ^ -  ァ] ん〜（< 0)，

為 し = ベ1— 似⑶…ト1 (>0)， 

w k - o =  £ — r ^ m o )  +  卜 （〉 0).

第 2 ，第 4 の結果はdkldy  =  dk/dA{0) =  0 より得られる。つづいて，4 つの重要なケースを取り 

上げ，経済統合の効果を検討する。

4 . 1 異なる知識モデル

4 . 1 . 1 財の移動はみられるが，知識の流出はないケース

この場合，経済統合の結果，ァは増加して/ =  2ァ* となるが，A (0) は変化しない。よって，先に 

示した結果から，みど= 0 線は左へシフトし，ん= 0線は下方にシフトする（図 1 の点線)。新しい定 

常状態はC 点となり，消費と資本ストックは減少する。なお，図 1 のように安定多様体A Z)が，統 

合後の位置にシフトし，B 点が犬点の上方に来ることを確認するためには，厳密には比較動学 

分析が必要であるが，これは付録で述べることにする。

A 点からC 点への最適な移行径路は次のようなものである：経済統合のシヨックを受けて，消費 

者は瞬時的に消費水準を5 点にまで高める。そして，収束径路に沿ってC 点に至るまで，経済は消 

費と資本ストックの水準を次第に低下させる。このようにC 点に向かって収束する径路は，横断性 

条件を満たしているので最適径路である。

このような結果の背景としては，次のようなことが考えられる：完全予見のもとでは，規模の効 

果のため消費者は消費水準を増加させ，このとき古い定常径路での消費水準を超過してしまう。し 

かし消費者は，より高い成長率に対応する新しい定常状態において，消費と資本ストックを減少さ 

せる。そのために，消費者は瞬時的に消費水準を高め，資本ストックを減少させるのである。この 

点については，消費と資本ストックの時間径路を描くことで明確になる。

図 2 および図3 で示してあるように，経済統合が生じた時刻んにおいて，最適径路は古い定常径 

路から離れ，より高い成長率に対応する新しい定常径路に向かって収束する。また，時間が経過す
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図 3

(integration)
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ると，新しい定常径路は古い径路を追い越してしまうこともわかる。

4 . 1 . 2 情報の流出のみを認めた場合

この場合，知識のみが流出し，財や資本は移動しない。知識の流出によって，知識水準 / 1(0) は 2 

倍，すなわち2A *(0) になるが，パは変化しないため，成長率も変化しない。先の結果から，犯 = 

0線は左にシフトし，ん= 0線は上方にシフトする。これは，4 .1 .1節とはまったく逆のケースを得 

ることを意味する。したがって，新しい定常状態にぉいて，消費と資本ストックの双方は，統合シ 

ョックの前に比べて高くなるが，統合の前後の成長率は一定のままである。このときの移行径路は 

次のようなものである：消費者は瞬時的に消費水準を減らし，資本ストックを増加させることで安 

定径路上に乗る。そして，安定径路に沿って，消費と資本ストックはともに増加して行く。

4 . 2 共通知識モデル

4 . 2 . 1 財の移動はみられるが，知識の流出はないケース

経済統合によって一人あたりの人的資本の水準は変化しないので，この場合，統合を行っても何 

の変化もみられない。この結果はR ivera-B aitz and Romer [ 1 1 ]に対佑するものである。

より現実的な例として，経済統合が，一人あたりで異なる人的資本をもつ2 国の間で生じた場合 

を考えよう。このとき，統合前に高い一人あたりの人的資本を有していた国は，統合によって/?の 

水準が低下し，したがって，ァとm の値も低下する。これは，4 .1 .1節と反対の結果となり，新しい 

定常状態は，より高い消費と資本ストックと，より低い成長率をもたらす。

4 . 2 . 2 情報の流出のみを認めた場合

同じような理由から，この統合によってA (0) は 2 倍になるが，一人当たりの人的資本の水準は変 

化しない。したがって，この場合も4 .1 .2節と同様の結論を得る。

最後に，これまでの分析では，情報だけでなく財と資本の移動も認めるような重要なケースは取 

り上げなかったことに注意しよう。この場合，双方のショックは正反対の効果を持ち，S/(J =  0線と 

/? =  0線のシフトの方向は，最終的には決定されない。しかし，もしも双方の効果が相殺し合うので 

あれば，経済統合後の成長率は変化しないであろう。これに対して，異なる知識モデルのもとでは， 

統合後の成長率は高くなるであろう。

5 . ぉ わ り に

本稿では，R ivera-B atiz and Rom er [ 1 1 ]の修正モデルを用いて，経済統合の効果を分析した。 

その結果，均斉成長径路は安定であることがわかり，移行径路を分析することができた。そして， 

共通知識モデルのもとでは，同質的な国同士の財の貿易は長期成長率に影響を与えないことが示さ 

れた。これに対して，異なる知識モデルのもとでは，財の貿易は常に成長率を高めるであろうこと
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も明らかになった。R ivera-B atiz and R o m e rの結論とは対照的に，知識の流出を認めても，双方

のモデルにおいて成長率は変化しないことも示された。

付 録 ：比較動学分析

第 4 節では，経済統合の効果を分析するために，位相図による議論を展開した。しかし，このよ 

うな方法では，第 4 節でも述べたように，分析のあいまいさという問題が残る。そこで，この付録 

では， Oniki [10] (Sections IV and V )によって示され，さらに最適成長モデルに応用された比較動 

学分析を，ここでのモデルに適用する。特に，4 .1節のケースに限定して議論を展開するが，他の 3 

つのケースにおいても，ここでの比較動学分析と同様の議論が適用可能である。

まず，ハ ミ ル トニア ン （19)によって次の微分方程式が与えられている。

方= [(P +  70) — (1—e) D/c~£]tt, (22)

k  =  D k l~E — c{n)  — yk.  (23)

ただし，；r は随伴変数である。

Oniki [10] (Case (a) of Section I V )に従い， n  =  n{t,  /) , k  =  k{t ,  y ) と表し，（2 2 )と（23)を 

^ (0) ョ t t°に関して微分すると，

( も 0 ) ( (p+ 7 0 ) — (1 ~  e)Dk~e e(l — e)Dk~£~17r \ ( nKo \
\ /  _  \ — c '  —

^o(O)= 1  and ム 。(0) ニ 0.

正方行列内の各成分の符号は，仮定から次のようになることがわかる。

\  +  ? ノ

ここで，任意の t に対して办。> 0，し > 0 である。

同様の方法により

( \  _  ( (p + yo) ~  { l - £ ) D k ~ e € ( \ - £ ) D k ~ ^ 1n \  ( ny \  ( k \
\ k 7) ~ \  - c '  ( \ - £ ) D k ^ - r )  \ k 7r \ - k )

= ( I  t X f : )  + (+— )

^ ( 0) =  0， ん(0) =  0.

このことと，位相図（図 4 の径路A ) より，任意の，に対して；rv( 0  >  0 であることがわかる。よ 

つて， Oniki (279ページの（62a))の結論から，7r*(t) =  n*(t,  y ) および反' t) =  k*{t,  7) で表される 

安定多様体上の解径路は，上記の式を満たし，さらに，= 0 において
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図 4

Tty

參 - 微 < 0 ，

妗(o) =  0，

を満たさなくてはならない。また，4 .1.1節の位相図による分析から，G 卜 ）< 0 およびボ卜）>0 

が成り立つ。初期条件および終端条件より，( l ^ ( t )，7rr* ( t ) )はル軸のマイナス領域から出発し，途中 

でん軸を横切ることがわかる。よって，ついには第2 象限に入り込む。このような径路は，図 4 の 

B で示されている。以上のことから

k* < 0, for all t,

ど胸謝⑴

このことは，経済統合の直後に消費径路は，図 3 に示されたように，確実に上方にシフトすること 

を意味している。
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